別添第１号                                                                 

農山漁村環境力強化実証事業　実施計画書
１．補助事業の名称
２．事業実施者
申請者名称 ：
代表者の氏名 ：
郵便番号 ：
住 所 ：
担当者連絡先１
郵便番号 ：
住 所 ：
氏 名(フリガナ) ：
所属部署名 ：
電子メールアドレス ：
電話番号 ：
ファックス番号 ：
担当者連絡先２
郵便番号 ：
住 所 ：
氏 名(フリガナ) ： 

所属部署名 ：
電子メールアドレス ：
電話番号 ：
ファックス番号 ：
（注）申請内容を熟知した担当者を、必ず２名以上記載すること。
３．設備導入事業
（１）事業の実施場所
・住 所 ：
・最寄り駅 ：
・設置場所、施設の名称：
・位置図 ：（注）1/25,000 の地形図等を添付し、位置を明記すること。
・設置地点の土地（あるいは施設）所有者：（注）自己所有でないときは利用許可書等添付すること。
・発生電力使用施設概要
・現地写真 ：（注）設置予定場所及びその周辺写真を撮影し添付すること。
（２）設備及びシステムの概要
・発電システムの出力：
・発電システムの特徴：
・機器構成図（構成機器と容量等）
・単線結線図
・系統連系方式
・システム仕様、参考図面
・太陽電池モジュール配置図
・太陽電池モジュールの設置状況（方位、傾斜角、日陰の有無）
　　（注）補助対象範囲を色分け等により明示すること。
（３）設備設置工事の概要
・土木建築工事
・機械器具等製作
・電力会社との協議内容
（注）電力会社との協議が整っていることを確認できる資料を添付すること。
（４）年間エネルギー発生量と経済性
・太陽電池出力 ○○ｋＷ
・推定発電電力量 ○○ｋＷｈ／年
（注）月毎の電力量も含めて必ず記載してください。
・設備利用率 ○○．○％
（注）〔年間推定発電量〕／（〔電池出力〕×〔２４時間〕×〔３６５日〕）
・建設単価 ○○円／ｋＷ
・発電単価 ○○．○○円／ｋＷｈ
　※　発電単価の計算は、次式により行ってください。
　　発電単価＝(設置コスト×年経費率＋年間燃料費＋年間運転経費－廃熱メリット)

　　　　　　　／年間発電電力量
　　＜各項目の数値の考え方＞
設置コスト ： 補助対象経費
年経費率 ： 次式により算定する。
年経費率＝ｒ／（１－（１＋ｒ）－ｎ） ｒ：利子率(４％) ｎ：運転年数(１５年)

年間燃料費：燃料費、補助燃料費、補機電力費、原料費、水道費等
年間運転経費：固定資産税、保険料、メンテ費（定期点検費、運転員人件費、委託費等）
排熱メリット：排熱を利用する設備については、利用される排熱分の熱を既存熱源で賄った場合に必要となる燃料費を、排熱メリットとして計算に加える
（５）発生電力の利用用途等
・利用施設の電力消費量（月毎の消費量及び年間消費量）
・利用施設の契約容量
・発生電力の用途
（６）再生可能エネルギー導入等推進事業
①再生可能エネルギー導入等推進事業　実施計画（別紙第１号）
②省エネルギー、環境改善効果（別紙第２号）
　「省エネルギー、環境改善効果」により、省エネルギー効果、CO2 削減効果、NOx 削減効果等を算出し、算定根拠も提出すること。
（７）事業費
・事業経費の配分（別紙第３号）
・補助事業に要する経費及びその調達方法（事業全体に要する経費）（別紙第４号）
（注）事業全体に要する経費について記載すること。
（８）実施計画
事業実施予定スケジュール（別紙第５号）
（９）事業の実施体制（別紙第６号）
（注１）発注フロー図、契約方式、事業の責任体制等を記載すること。
（注２）機種選定、業者選定等による契約を予定している場合は、理由書等を添付すること。
（１０）事業実施に関連する事項
①他の補助金との関係
（注）当該事業と直接的あるいは間接的に関係する他の補助金等を受けている又は受ける予定がある場合は、その補助金等の内容を記載すること。
②許認可、権利関係等事業実施の前提となる事項及び実施上問題となる事項
（注１）事業実施に当たって許認可（届出）、権利使用（又は取得等）の必要なものについては、その取得についての状況、見通し等を記載すること。
（注２）その他、実施上問題となる事項があればその内容と解決の見通しを記載すること。
③設備の保守計画
（注）設備の保守に関する実施内容、体制、その他計画の概要を記載すること。
別紙第１号
再生可能エネルギー導入推進事業　実施計画
	事業実施内容概要

	事業メニュー
	取組概要
	取組時期
	取組内容詳細

	農山漁村地域における再生可能エネルギー供給施設の立地調査及び潜在需要調査（注１,２）

	
	
	

	再生可能エネルギー供給施設における技術実証（注１）

	
	
	


（注１）調査及び技術実証にあたっては、以下のア、イ、ウについて総合的に検討するものとする。
ア　再生可能エネルギー供給施設の設置による生活環境・営農環境・生物環境等への影響
イ　再生可能エネルギーの供給安定性及び再生可能エネルギーを利用した場合の農林漁業関連施設の運転効率
ウ　地域における農林漁業関連施設の使用エネルギーの高度自給の実現に向けた課題
　　（注２）調査にあたっては、普及・啓発計画についても記入することとする。
別紙第２号                                                             
省エネルギー・環境改善効果
●発電設備：　 年間電力負荷　　 ＭＷｈ
●熱設備等：　 年間熱負荷　　　 ＧＪ（冷熱　　 ＧＪ，温熱　　 ＧＪ）
	
	年間エネルギー消費量
	CO2 排出量
 (ｔ-CO2/年）
	備　考

	
	[固有値]
	[原油換算値]
	
	

	
	単　位
	
	
	
	

	従来方式
（新エネルギー等導入前）

	燃　料
	
	
	
	

	
	商用電力
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	新エネルギー等
方式
（新エネルギー等導入後）
	燃　料
	
	
	
	

	
	商用電力
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	削減効果

	削減量
	
	
	
	

	
	削減率
	
	
	
	


（注１）各数値の算出根拠を提出すること。
（注２）燃料については、名称、使用量の単位を明記すること。
（注３）原油換算値の算出にあたっては、下記の原油換算係数を用いて算出すること。下記の原油換算係数以外から算出する場合は、燃料の発熱量等根拠資料を添付すること。
【原油換算係数】灯油：0.95kL/kL、Ａ重油：1.01kL/kL、ＬＰＧ：1.30kL/t、一般炭：0.69kL/t、
商用電力：0.254kL/MWh、都市ガス：0.0258kL/GJ、軽油：0.99kL/kL、Ｃ重油：1.08kL/kL、
ＬＮＧ：1.41kL/t、ガソリン：0.91kL/kL

都市ガスは熱量換算すること（熱量が不明な場合は45MJ/m3 を使用してもよい）
（注４）CO2 排出量および削減量は「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令」（平成十一年四月
七日政令第百四十三号）第３条を用いて算出すること。
　　　　電力のCO2 排出係数については「特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令（平成18 年３月経済産業省、環境省令第３号）」第１０条２項により、規定の係数を下回る電力会社各社のCO2 排出係数が公表されているので、これを用いること。
（参考１）法律施行令＝http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11SE143.html

（参考２）灯油:2.49kgCO2/Ｌ,Ａ重油:2.71kgCO2/Ｌ,ＬＰＧ：3.00kgCO2/kg,

一般炭:2.41kgCO2/kg, 他人から供給された電気:0.555kgCO2/kWh,

都市ガス:2.08kgCO2/m3、軽油:2.62kgCO2/Ｌ,Ｃ重油:2.98kgCO2/Ｌ,

ＬＮＧ：2.70kgCO2/kg，ガソリン：2.32kgCO2/kg

（参考３）電力の排出係数＝http://www.env.go.jp/earth/ghg-santeikohyo/

（注５）CO2 以外にNOX、SOX 等の排出量の変化が環境に影響を及ぼす場合は、備考・その他欄にそれぞれの増加量、削減量等を記載し、その算出根拠を添付すること。
別紙第３号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業経費の配分
（単位：円）
	費　目

	事業に要する経費
	助成対象経費の額
	補助率

	補助金の交付
申請予定額
	備　考


	
	金　額
	説　明
	金　額
	説　明
	積算内訳
	
	
	

	設備費
 （小計）
	
	太陽電池本体
空中架台

	
	太陽電池本体
空中架台

	設備能力、形式、面積、長さ、容量等の基本仕様についてそれぞれ記載のこと。

	1/2 以内

	
	

	工事費
 （小計）
	
	基礎工事
据付工事
電気工事
配管工事
附帯工事
工事雑費

	
	基礎工事
据付工事
電気工事
配管工事
附帯工事
工事雑費

	同上

	
	
	

	消費税

	
	
	
	
	
	
	
	

	総計

	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）金額の算定根拠（見積書、定価表、カタログ等）を添付すること。
（注２）金額は契約単位で記入し、説明・積算内訳欄は記載例を参考に記入すること。

事業経費の配分
（単位：円）
	費　目

	事業に要する経費
	助成対象経費の額
	補助率

	補助金の交付
申請予定額
	備　考


	
	金　額
	説　明
	金　額
	説　明
	積算内訳
	
	
	

	技術実証用機器類導入費
（小計）
	
	実施設計費
データ計測装置
気象信号変換箱
表示装置
接続箱
集電箱
パワーコンディショナー
地絡過電圧継電器
蓄電池

	
	実施設計費
データ計測装置
気象信号変換箱
表示装置
接続箱
集電箱
パワーコンディショナー
地絡過電圧継電器
蓄電池

	
	定額

	
	

	再生可能エネルギー導入等調査費
（小計）
	
	実地調査
委員会開催費
資料作成費
普及・啓発費

	
	実地調査
委員会開催費
資料作成費
普及・啓発費

	
	
	
	

	技術実証費
（小計）
	
	施設保守管理費
報告書作成費

	
	施設保守管理費
報告書作成費

	
	
	
	

	消費税

	
	
	
	
	
	
	
	

	総計

	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）金額の算定根拠（見積書、定価表、カタログ等）を添付すること。
（注２）金額は契約単位で記入し、説明・積算内訳欄は記載例を参考に記入すること。

別紙第４号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補助事業に要する経費及びその調達方法（事業全体に要する経費）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円）
	
	総事業費

	助成対象経費

	補助金
	自己資金

	金融機関借入金
	その他

	合　計

	備　考


	
	
	
	国費

	地方公共
団体

	
	（銀行名）

	（銀行名）

	小計

	
	
	

	平成２１年度

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


